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リハビリ補助器具産業の支援政策について 
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<要約と結論> 

中国の高齢化は急速に進んでおり、60 歳以上の高齢者はすでに 2 億人を越えてい
る。身体障害者も約 2,500 万人おり、介護・リハビリ用品への潜在的需要はかなり大
きいことが予想される。国務院はこのほど、「リハビリ補助器具産業の加速的発展に関
する若干の意見」を発表し、介護・リハビリ用品の消費拡大と産業発展を支援する方針
を明らかにした。2020 年までに市場規模を現在のおよそ 2 倍に引き上げる目標を掲
げており、法整備や政策的支援、海外メーカーとの協力促進、社会保障制度の充実、金
融・保険商品開発など多角的な取り組みを進める意向だ。政府が本腰を入れたことは、
日本の福祉機器メーカー等にとってもビジネスチャンスの到来と映るが、進出にあたっ
ては中国ならではの煩雑な手続きも多い。商材とリソースによっては日本からの越境
EC で対応したほうが良いケースもあることから、十分に情報収集を行い検討したい。 

1. 介護・リハビリ産業へのニーズ 

中国国家統計局のまとめによれば、中国の人口は 2014 年末時点で 13 億 6782 万人

に達する。このうち 60 歳以上の高齢者は 2 億 1242 万人で、全人口に占める割合は

15.5%となっている。さらに 65 歳以上の高齢者は 1 億 3755 万人に上り、2035 年には

4 億人を超えるとの予測もでている。2013 年時点で要介護状態にある高齢者は 3,750

万人となっている(全国老齢工作委員会調べ)。 

また国務院による第 6 回国勢調査データによれ

ば、2010 年末時点で中国には 8,500 万人を越える

障害者(中国語では「残疾人」と呼び、身体障害、

知的障害、精神障害を含む)がおり、日本の障害者

手帳にあたる“残疾人証”を持つのはこのうち約

3,000 万人にとどまる。障害別では、視覚障害者が

1,263 万人、聴覚障害者が 2,054 万人、言語障害 中国の障害者手帳 視力障害者のみ赤色 
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者が 130 万人、身体障害者が 2,472 万人などとなっており、障害の程度では重度障害

者が 2,518 万人、中度および軽度障害者が 5,984 万人とされる。なお、内閣府がまとめ

た平成 27 年版障害者白書によれば、日本の身体障害者数(推計)は 393.7 万人である。 

経済成長や医療サービスの発展、高まる高齢化を背景に、介護・リハビリ用品へのニ

ーズは増加している。政府も医療衛生サービスの産業振興や医療保険制度改革に取り組

んでいるが、依然として医療格差・所得格差・制度格差は大きい。例えば車いすの年間

販売台数は約 150 万台だが、このうち 100 万台は大都市で販売されている(中国リハビ

リ器具協会調べ)。日本での車いす製造販売台数がおよそ 48 万台(2013 年度)あることを

考えると、中国における車いすの潜在的需要はかなり大きいと予測される。 

2. 国務院が産業振興に本腰を入れる“意見”を発表 

国務院は 10 月 27 日、「リハビリ補助器具産業の加速的発展に関する若干の意見(国务

院关于加快发展康复辅助器具产业的若干意见)」を発表し、介護・リハビリ用品の消費拡

大と産業発展を支援する方針を示した。具体的には、政府は法整備や支援政策の策定に

注力し市場主導での成長を促すとしたほか、海外企業との積極的な協力による市場競争

力の強化、製造力・ブランド・品質管理の刷新、商品の供給拡大などに取り組み、2020

年までの目標として市場規模 7,000 億元突破を掲げている。 

以降では、民政部社会福利・慈善事業促進司の報道官による、同意見についての解釈

および追加説明を紹介しよう。まず同報道官は、同意見が発表された意義として次の 3

点を挙げている。  

同報道官によれば、2015 年時点の介護・リハビリ器具産業の規模はおよそ 4,300 億

元で、内訳は商品が約 3,300 億元、サービスが約 1,000 億元だという。これには研究開

発、製造、設置作業等が含まれており、具体的には義足、車いす、その他補助器具、ベ

①介護・リハビリ器具産業という概念の誕生

国務院が独立した産業と認めたことは、市場の発展に歴史的な意義

②介護・リハビリ器具産業の発展における主要な課題の明確化

新製品・新事業の創出、産業構造の改善およびステップアップ、製品供給の拡大

③産業発展に向けた政策的支援の獲得

税制優遇、事業資金融資、財政援助、人材育成、飛躍的発展の実現
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ッド、排泄ケア用品、メガネ類、補聴器、バリアフリー設備、各種自立訓練施設などが

含まれる。関連企業の生産総額は年平均 15%の勢いで伸びており、2020 年には産業規

模が8,600億元を越えると期待されるが、同意見では予測不可能な要素を考慮して2020

年に達成すべき市場規模の目標を 7,000 億元に設定したという。 

また同意見では産業のさらなる発展に向け新規参入や新製品の研究開発を奨励して

いるが、その一方で製品・サービスの安全対策も重要だとして次の 5 点を挙げている。 

また市場拡大に向けた取り組みでは、現時点で行われている政策的支援として、工傷

保険(いわゆる労働災害保険)で一部のリハビリ器具が支払い対象となっていること、北

京・上海・深センなど特定地域では貧困状態にある障害者への購入補助制度が用意され

ていること、一部地域の基本医療保険では指定されたリハビリ器具が支払い対象となっ

ていることの 3 点を紹介し、今後さらに次の４点を実施するとの考えを明らかにした。 

3. 介護・リハビリ器具の対象範囲とビジネスチャンス 

 同意見の中では、介護・リハビリ器具の具体的な種類について言及していない。参考

になるものとしては、国家食品薬品監督管理総局(CFDA)による「医療機械分類目録(2002

版)」が挙げられる。この目録は現在見直しが行われており、2016 年 10 月 9 日に意見

募集稿が公開されている。 

①主体的な品質安全責任の強化

製品のライフサイクルに合わせた安全管理基準を策定し、認証制度を整備する

②製品・サービスの標準規格を策定し、順守状況を管理監督する

③強制的あるいは自主的な製品・サービスの認証基準を策定する

品質のトレーサビリティシステムを構築する

④サンプル調査を強化し、リコール制度を整備する

製品やサービスの質を基準としたメーカーのランキングを公開する

⑤品質検査機関の設置

①条件の整った地域から順に、基本的なリハビリ器具を医療保険の支払い対象とする

②リハビリ器具を工傷保険の支払い対象とする

③リハビリ器具を支払い対象とする商業保険商品を販売する

④リハビリ器具を対象とした金融サービス(融資、ローン等)を提供する
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意見募集稿では、介護・リハビリ器具について「言語視聴覚認知障害リハビリ設備」、

「運動リハビリ訓練機械」、「歩行補助機械」、「義肢装具類」の四大分類に分け、20 種類

92 品目を挙げている。身近なところでいえば、補聴器、介護用ベッド、四肢のリハビリ

用マシン、電動車いす、手動車いす、松葉杖、歩行器、首コルセット、義肢(義指・義手・

義足)といったものが含まれる。 

(关于征求康复辅助器具类医疗器械分类的函 http://www.crda.com.cn/gg/ggshow275.aspx) 

また国家標準「リハビリ補助器具の分類と用語」(GB/T16432-2016)では、義肢や移動

補助器具のほか、家具、コミュニケーション補助器具、家事補助器具、就業・職業訓練

用器具、レクリエーション用補助器具など 12 分類 130 種類 794 品目を挙げている。

(国家标准《康复辅助器具分类和术语》 http://www.crda.com.cn/news/newshow1016.aspx)  

弊社が 6 月に発行したレポート「中国の介護用品市場」でも指摘したように、中国で

は高齢者向け商品や介護用品が充実しているとは言い難い状況が続いている。今回発表

された意見では、国を挙げて福祉・介護分野の強化に取り組む姿勢をアピールしており、

メーカーに海外企業との提携を推奨したり、模倣品に対する罰則の強化をしたりと外資

導入に積極的だ。また工傷保険や医療保険の支払い対象とすることで介護・リハビリ器

具の消費を拡大しようとの思惑もみえる。 

明るい兆しが見えてきた一方で、日本の福祉器具メーカーにとって中国はまだ生産拠

点としての位置づけにすぎず、販売先としてとらえるには情報収集が必要な段階であろ

う。現地でニーズがあっても品目によっては中国への輸入に際して品質認証や衛生認証

を取得しなければならず、申請に時間がかかるケースもある。これらの手続きが必要な

い越境 EC を活用する方法も選択肢の一つとして、情報収集を進めるのが良いだろう。 

 本レポートに含まれる情報は一般的なご案内であり、包括的な内容であることを目的としており
ません。また法律・条令の適用と影響は、具体的な状況によって大きく変化いたします。具体的
な事業展開にあたってはクララオンライン コンサルティングサービスチームより御社の状況に
特化したアドバイスをお求めになることをおすすめいたします。本書の内容は 2016 年 12 月 12
日時点で編集されたものであり、その時点の法律及び情報、為替レートに基づいています。 

本書はクララオンライン コンサルティングサービスチームにより作成されたものです。クララオンラ
インの中国、台湾、韓国、シンガポールなどアジア各国のインターネットコンサルティングサービス
に関するお問い合わせは以下の連絡先までお気軽にご連絡ください。 

asia@clara.ad.jp または +81(3)6704-0776 
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